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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 207 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

介護保険事務における証の再発行申請等への個人番号記載の義務付け廃止 

提案団体 

各務原市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

 紛失や破損等による介護保険被保険者証及び負担限度額認定証並びに介護保険負担割合証の再交付申請

や届出において、申請者に個人番号を記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要は

なく、申請に基づき、再交付するのみである。 

再交付にかかる処理件数が年間約 2000 件あり、そのため事務が煩雑となっている。 

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

 紛失や破損等による介護保険被保険者証及び負担限度額認定証並びに介護保険負担割合証の再交付申請

や届出において、申請者に個人番号を記載するよう求めているが証の再交付事務には情報連携する必要はな

く、申請に基づき、再交付するのみであり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。 

 また、再交付申請件数は年間約 2000 件あるが、要介護状態にある高齢者が来庁することはほぼないため、

介護保険事業者が手続きに訪れる。その際、申請書に個人番号が記載されていることはないため、職員が調査

の上記載している。情報連携しないにもかかわらず、個人番号を職員が記入することで、処理時間は年間約

2000 分増加している。 

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

 個人番号を入力するために、本人確認や委任状の確認等の事務があるが、個人番号の記載や確認をしない

ことにより、時間が短縮され、能率的に保険証等を交付することができ、また待合時間の短縮により市民サービ

スの向上につながる。

破損や紛失等による再交付に当たって、個人番号を取得すること、及び情報連携をすることは、不要な取得に

当たると考えられることから、不要な情報連携を回避することができる。 

根拠法令等 

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

介護保険法施行規則 
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

米沢市、浪江町、石岡市、ひたちなか市、習志野市、八王子市、大垣市、山県市、田原市、出雲市、高松市、今

治市、砥部町、筑後市 

○紛失や破損等による介護保険被保険者証及び負担限度額認定証並びに介護保険負担割合証の再交付申

請や届出において、申請者に個人番号を記載するよう求めているが証の再交付事務には情報連携する必要は

なく、申請に基づき、再交付するのみであり、個人番号記載の必要性がなく、業務を煩雑にするだけである。

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止し、業務

の簡素化していただきたい。 

○当市では、年間約 300 人から再交付申請があり、そのうち半数が介護保険事業所が代行手続きをするため、

個人番号の記載は困難であり職権での補記する必要がある。また、情報連携の必要もないため、市民へ個人

番号記載の必要性についての説明ができない。以上のことから、再発行申請にあたっての個人番号記載する義

務付けを廃止としてほしい。

○マイナンバー記入に要する市民の負担及び事務負担が大きい状況である一方、マイナンバーによる情報連

携の必要がないことから、制度改正の必要性を認めます。

○介護保険法施行規則において、介護保険被保険者証、負担割合証、負担限度額認定証等の交付・再交付の

申請や、氏名・住所等被保険者情報の変更届出の際には住所・氏名・生年月日等に加え個人番号（マイナンバ

ー）を記入するよう定めているが、既に被保険者資格を有する者が対象であることから改めてマイナンバーを収

集する必要はなく、また情報連携等も想定されないため、必要性が説明できない。

マイナンバーの記入にあたってはマイナンバーカード等による本人確認を行う必要があるが、介護保険関係の

手続きは当事者が要介護の高齢者であることから、マイナンバーの管理・記入が困難な人や本人確認書類を所

持しない人も多く、窓口での説明や手続きに時間を要している。 

 介護事業者が代理申請する場合においても、マイナンバーの管理や代理申請の条件が厳しく負担が大きいこ

とから、マイナンバー欄は空欄にする例が多く見られる。 

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

○マイナンバーの記入に当たっては本人確認が必要であるが、マイナンバーを確認できる書類や本人確認でき

る書類を所持していない高齢者も多く窓口事務が煩雑になっている。

○介護保険被保険者証等の再交付申請に際しては、個人番号が未記載となっていることが多い。未記載分に

ついては職員が調査の上記載しているものの、情報連携においては当該事務処理の必要性はないものと捉え

ている。

○再交付申請であることから、改めてマイナンバーを収集する必要はないと思われ、また情報連携等も想定さ

れないため、必要性がないのではと考える。

 再交付申請者が家族・介護事業者の代理申請が多く、マイナンバーの管理や代理申請の条件が厳しく負担が

大きいことから、マイナンバー欄は空欄にする例が多く見られ、市が職権で補記する事務が生じている。 

○介護保険被保険者証等再交付申請書の個人番号記載欄は、ご本人でない方の申請も多く、未記入の場合が

多いため事務的負担が大きい。

 個人番号を利用して情報連携を行う必要がない業務なので、記入の義務付けの廃止及び記入欄の廃止をし

ていただきたい。 

○再交付事務年間１８０件程度のうち，マイナンバー記載の上での申請は１０件程度であり，当市においても事

務処理上の負担となっている。

各府省からの第１次回答 

【内閣府】 

 まず、厚生労働省において、提案の事務の処理におけるマイナンバー利用の必要性を確認・整理した上で、同

省と連携しつつ検討する。 

【厚生労働省】 

介護保険における被保険者証等の交付や再交付の事務については、被保険者の情報を、個人番号を利用して

検索・管理する目的により、申請書等に個人番号の記載を求めている。 

提案については、介護保険事務全体における個人番号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、住民

の負担と地方公共団体の事務負担の軽減が図られるよう、地方公共団体における運用の実態等も踏まえ、個

人番号の記載の義務づけの要否について、関係府省と連携しつつ検討してまいりたい。 

なお、個人番号の導入にあたり、申請者等が高齢であることにも鑑み、申請受付時等の対応について、申請者
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が自身の個人番号がわからず申請書等への個人番号の記載が難しい場合等には、市町村の住民基本台帳又

は住民基本台帳ネットワーク等を用いて当該申請者の個人番号を検索し、職員が記載して差し支えないこと等

を示している。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

申請者が自身の個人番号を記載することが難しい場合等には、職員が検索、記載して差し支えないことになっ

てはいるものの、その件数が多く、事務的負担が大きくなっていること、さらに、各証の再交付の申請について

は、情報連携が想定されないことを考慮していただき、記入の義務付けの廃止及び記入欄の廃止を検討いただ

きたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 内閣府（番号制度担当室）において、

・ 税分野のマイナンバー利用ではワンスオンリー原則にのっとり、申告等の主たる手続と併せて提出され、又

は申告等の後に関連して提出されると考えられる一部の申請書・届出書についてはマイナンバーの記入を廃止

しているところ、社会保障分野のマイナンバー利用でもワンスオンリー原則に該当するものについては、マイナ

ンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 通知カードだけではなりすましを防止できず、再発行事務の本人確認手段として不十分であることから、運転

免許証等の本人確認書類も必要となるが、逆に運転免許証等の本人確認書類があれば、なりすましの防止が

可能であるため、マイナンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

○ 厚生労働省において、

・ マイナンバーによる情報連携は、有効期限のない証を除き、最初の発行事務手続のものを使用すれば必要

十分であり、再発行事務において再度マイナンバーの記入を求めることは不要とすべきではないか。

・ マイナンバーによる情報連携が行われない申請書類にマイナンバーを記入すると、地方公共団体に対し厳重

な保管が義務付けられるため、マイナンバーの記入は不要としていただきたい。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

各府省からの第２次回答 

○介護保険制度については、関係府省と協議した結果、次のとおり検討している。

・マイナンバーが税・社会保障共通の個人識別番号として導入されている趣旨からすれば、個人を識別・特定

（本人確認）するために、原則として、申請書にはマイナンバーが記載されるべきものである。

・一方、各証の再交付の手続については、給付や本人情報の変更ではないこと等を勘案すると、マイナンバー

の記載がない場合であっても、マイナンバーによる場合と同程度に個人を識別・特定（本人確認）できる場合に

は、再交付の手続を受け付けることは可能であると考えられる。

・このため、各証の再交付の申請については、マイナンバー制度と同等の本人確認を法令上担保した上で、マイ

ナンバーと被保険者番号の選択記載（マイナンバー記載の義務づけ廃止）を可能とする方向で検討したい。

・検討結果に基づく具体的な措置のスケジュール等については、事務処理に支障が出ないよう、地方公共団体

における運用の実態等も踏まえつつ、実施してまいりたい。
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 208 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

医療保険事務における証の再発行申請等への個人番号記載の義務付け廃止 

提案団体 

各務原市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

 紛失や破損等による医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請において、申

請者に個人番号を記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、

再交付するのみであり、個人番号記載の必要性はないことから、既に発行済みである保険証等の再交付事務

において、個人番号を記載する義務付けを廃止としていただきたい。 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

 紛失や破損等による医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請において、申

請者に個人番号を記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、

再交付するのみであり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。 

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

 個人番号を入力するために、本人確認や委任状の確認等の事務があるが、個人番号の記載や確認をしない

ことにより、時間が短縮され、能率的に保険証等を交付することができ、また待合時間の短縮により市民サービ

スの向上につながる。

破損や紛失等による再交付に当たって、個人番号を取得すること、及び情報連携をすることは、不要な取得に

当たると考えられることから、不要な情報連携を回避することができる。 

根拠法令等 

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

国民健康保険法施行規則 

高齢者の医療の確保に関する法律施行規則 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

ひたちなか市、新宿区、八王子市、横浜市、川崎市、多治見市、豊田市、田原市、神戸市、鳥取県、出雲市、山

陽小野田市、今治市、宮崎市 
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○証の再交付事務には情報連携を行う必要はなく、市民に対しても、個人番号を記載することの主旨を説明す

ることが難しい。

 また、当該事務に限らず、国民健康保険事務全般において、行政側が個人番号を把握しているにも関わらず

届出者に個人番号を記載させるという制度自体を見直す必要があると考える。 

○証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づく再交付するのみであり、個人番号記載の必要

性を市民に対して説明することは難しい。

○再交付は「個人番号を記載してもらい情報連携をする必要がある事務」ではないことから、被保険者にとって

も職員にとっても余計な負担となり無為な時間をかけるだけになっている。市民サービス向上のために記載義務

をなくしてほしい。

○紛失や破損等による医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請において、申

請者に個人番号を記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、

再交付するのみであり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

○本市においても国民健康保険被保険者証再交付申請書に個人番号を記載する欄を設けているが、申請時に

本人による記入があるものは、申請件数の約５％であり、約９５％について、職員が確認し記載している状況で

ある。

 個人番号については国民健康保険の資格取得申請時に確認済みでもあるため、再交付申請時には記載不要

となることで、事務の軽減につながると思われるので、個人番号を記載する義務付けを廃止としていただきた

い。 

○被保険者証再発行の際、個人番号の記載をお願いしているが、必要ではないと思われる。

待合時間の短縮、事務の効率化を図るため、個人番号記載義務化を廃止していただきたい。

○紛失や破損等による被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請において、申請者に個

人番号を記載するよう求めているが、そのための本人確認や個人番号記載の書類等の確認を行う必要が生じ

る。証の再交付事務において、個人番号の取得や情報連携の必要性はなく、個人番号を記載することに対する

理解は得られにくいため、円滑な再交付事務の支障となっている。

○医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請に限らず、市区町村の区域内に住

所を有するに至ったことによる国民健康保険の被保険者の資格取得に係る届出の確認、被保険者の世帯変更

の確認、世帯主の変更の届出の確認等、個人番号の記載の必要性に疑義がある項目や、出産育児一時金の

支給、葬祭費の支給、非自発的失業者軽減の届出等の条例記載事項で、情報連携対象の届出については個

人番号の記載が不要となっている等、情報連携の必要性と義務が一致していないため、国民健康保険上の全

ての個人番号記載項目について、再精査していただきたい。

○再交付事務において個人番号を使用した事務処理を行うことはないにもかかわらず，個人番号の記入を求め

る様式となっているため，記載があれば本人確認事務，記載がなければ職員が調べて記入する事務が発生す

るため，非効率な処理となっている。

○具体的な支障事例にも記載があるとおり、証の再交付事務は他の保険者等と情報連携を行う必要がなく、市

民へ個人番号記載の必要性をについて理解を求めることは難しい。

○紛失や破損等による医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証明書の再交付申請において、申

請者に個人番号を記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、

再交付するのみであり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

各府省からの第１次回答 

【内閣府】 

○国民健康保険法施行規則については、「平成 29 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 29 年 12

月 26 日閣議決定）」において、「（中略）国民健康保険法施行規則（昭 33 厚生省令 53）において、個人番号の

記載を義務付けている事務手続については、国民健康保険事務全体における個人番号を利用した事務処理に

支障がない限りにおいて、住民の負担と地方公共団体の事務負担の軽減が図られるよう、地方公共団体にお

ける運用実態等を踏まえ、個人番号の記載の義務付けの要否について関係府省が連携して検討し、平成 30 年

中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」となっており、現在、厚生労働省と協議中である。

○後期高齢者医療制度については、まず、厚生労働省において、提案の事務の処理におけるマイナンバー利

用の必要性を確認・整理した上で、同省と連携しつつ検討する。
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【厚生労働省】 

○国民健康保険法施行規則に対しては、平成 29 年においても同旨のご提案をいただいており、「平成 29 年の

地方からの提案等に関する対応方針（平成 29 年 12 月 26 日閣議決定）」において、「（中略）国民健康保険法

施行規則（昭 33 厚生省令 53）において、個人番号の記載を義務付けている事務手続については、国民健康保

険事務全体における個人番号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、住民の負担と地方公共団体の

事務負担の軽減が図られるよう、地方公共団体における運用実態等を踏まえ、個人番号の記載の義務付けの

要否について関係府省が連携して検討し、平成 30 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず

る。」となっている（現在、関係府省と協議中）。

○後期高齢者医療制度においても、上記の国民健康保険と同様に、後期高齢者医療事務全体における個人番

号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、住民の負担と地方公共団体の事務負担の軽減が図られる

よう、地方公共団体における運用実態等を踏まえ、個人番号の記載の義務付けの要否について関係府省が連

携して検討する。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

各証の再交付の申請については、情報連携が想定されないことを考慮していただき、記入の義務付けの廃止及

び記入欄の廃止を検討いただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 内閣府（番号制度担当室）において、

・ 税分野のマイナンバー利用ではワンスオンリー原則にのっとり、申告等の主たる手続と併せて提出され、又

は申告等の後に関連して提出されると考えられる一部の申請書・届出書についてはマイナンバーの記入を廃止

しているところ、社会保障分野のマイナンバー利用でもワンスオンリー原則に該当するものについては、マイナ

ンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 通知カードだけではなりすましを防止できず、再発行事務の本人確認手段として不十分であることから、運転

免許証等の本人確認書類も必要となるが、逆に運転免許証等の本人確認書類があれば、なりすましの防止が

可能であるため、マイナンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

○ 厚生労働省において、

・ マイナンバーによる情報連携は、有効期限のない証を除き、最初の発行事務手続のものを使用すれば必要

十分であり、再発行事務において再度マイナンバーの記入を求めることは不要とすべきではないか。

・ マイナンバーによる情報連携が行われない申請書類にマイナンバーを記入すると、地方公共団体に対し厳重

な保管が義務付けられるため、マイナンバーの記入は不要としていただきたい。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

各府省からの第２次回答 

○国民健康保険制度については、関係府省と協議した結果、次のとおり検討している。

・マイナンバーが税・社会保障共通の個人識別番号として導入されている趣旨からすれば、個人を識別・特定

（本人確認）するために、原則として、申請書にはマイナンバーが記載されるべきものである。

・一方、各証の再交付の手続については、給付や本人情報の変更ではないこと等を勘案すると、マイナンバー

の記載がない場合であっても、マイナンバーによる場合と同程度に個人を識別・特定（本人確認）できる場合に
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は、再交付の手続を受け付けることは可能であると考えられる。 

・このため、各証の再交付の申請については、マイナンバー制度と同等の本人確認を法令上担保した上で、マイ

ナンバーと被保険者番号の選択記載（マイナンバー記載の義務付け廃止）を可能とする方向で検討したい。

・検討結果に基づく具体的な措置のスケジュール等については、事務処理に支障が出ないよう、地方公共団体

における運用の実態等も踏まえつつ、実施してまいりたい。

○後期高齢者医療制度においても、上記の国民健康保険と同様の取り扱いを可能とする方向で検討したい。

通番28

7



平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 209 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

障がい者福祉事務における証の再発行申請等への個人番号記載の義務付け廃止 

提案団体 

各務原市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

 紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サー

ビス受給者証、地域相談支援受給者証、療養介護医療受給者証の再交付申請において、申請者に個人番号を

記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、再交付するのみで

ある。個人番号記載の必要性はないことから、個人番号を記載する義務付けを廃止としていただきたい。 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

 紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サー

ビス受給者証、地域相談支援受給者証、療養介護医療受給者証の再交付申請において、申請者に個人番号を

記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、再交付するのみで

あり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。 

 よって、既に発行済みである受給者証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止として

いただきたい。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

 個人番号を入力するために、本人確認や委任状の確認等の事務があるが、個人番号の記載や確認をしない

ことにより、時間が短縮され、能率的に受給者証等を交付することができ、また待合時間の短縮により市民サー

ビスの向上につながる。 

 破損や紛失等による再交付に当たって、個人番号を取得すること、及び情報連携をすることは、不要な取得に

当たると考えられることから、不要な情報連携を回避することができる。 

根拠法令等 

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

障害者総合支援法施行規則 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、浪江町、ひたちなか市、川崎市、大和市、静岡県、城陽市、出雲市、今治市、熊本市、大分県 

○紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サー
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ビス受給者証、地域相談支援受給者証、療養介護医療受給者証の再交付申請において、申請者に個人番号を

記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、再交付するのみで

あり、個人番号記載の必要性がなく、業務を煩雑にするだけである。 

 よって、既に発行済みである受給者証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止し、業

務の簡素化していただきたい。 

○再交付は「個人番号を記載してもらい情報連携をする必要がある事務」ではないことから、申請者にとっても

職員にとっても余計な負担となり無為な時間をかけるだけになっている。市民サービス向上のために記載義務を

なくしてほしい。

○障がい福祉事務における申請書には、マイナンバーの記載を要する申請書が多く、窓口でのマイナンバー確

認が必要となっている。再発行や返還に係る申請書からマイナンバーの記載を省略できることになれば、よりス

ムーズな事務を執り行うことが可能である。

○紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳等の再交付申請

において、申請者に個人番号を記載するよう求めているが、再交付事務は申請に基づき再交付するのみであ

り、情報連携する必要はない。また、個人番号の記載省略は、事務効率の向上のみならず、重要な個人情報を

持ち歩くことのリスク軽減や待ち時間の短縮等、市民サービスの向上につながる。

 よって、既に発行済みである受給者証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止として

いただきたい。 

○再発行事務で、個人番号記載の必要性の説明を求められると、窓口では説明に苦慮する。能率的に受給者

証等を交付するためにも制度改正は必要と考える。

 紛失や破損等による障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証、療養介護医療受給者証の再交付

申請様式において、個人番号記載欄を設けているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基

づき、再交付するのみであり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。 

 よって、既に発行済みである受給者証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止として

いただきたい。 

○再交付事務において個人番号を使用した事務処理を行うことはないにもかかわらず，個人番号の記入を求め

る様式となっているため，記載があれば本人確認事務，記載がなければ職員が調べて記入する事務が発生す

るため，非効率な処理となっている。

○紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サー

ビス受給者証、地域相談支援受給者証、療養介護医療受給者証の再交付申請において、申請者に個人番号を

記載するよう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、再交付するのみで

あり、個人番号記載の必要性を市民に対して説明することは難しい。

○自立支援医療及び手帳再交付事務においては，当県でも情報連携の必要がないことから，個人番号の記載

がないことによる支障はない。

 個人番号の項目を削除することにより，申請時の確認時間短縮，申請から交付までの期間短縮により住民サ

ービス向上につながる。 

○当県においても、不要な個人情報の取得につながるため、情報リスクの回避の観点から廃止を希望する。

○紛失や破損等による自立支援医療受給者証や精神障害者保健福祉手帳の再交付申請において申請者に個

人番号を記載するよう求めているが、個人番号記載の必要性を申請者に対して説明することは難しく、市町から

は個人番号を記載する義務付けを廃止を求められている。

各府省からの第１次回答 

【内閣府】 

 まず、厚生労働省において、提案の事務の処理におけるマイナンバー利用の必要性を確認・整理した上で、同

省と連携しつつ検討する。 

【厚生労働省】 

 障害保健福祉事務における各種再発行申請等については、受給者証等の汚損、滅失等により申請者が受給

者番号等の記載をすることが困難な場合に、個人番号から申請者を一意に特定して資格情報を呼び出して確

認することが可能であることから、申請時に個人番号の記載を求めている。 

提案については、障害保健福祉事務全体における個人番号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、

住民の負担と地方公共団体の事務負担の軽減が図られるよう、地方公共団体における運用の実態等も踏ま

え、個人番号の記載の義務づけの要否について、関係府省と連携しつつ検討してまいりたい。 

 なお、身体障害者手帳（以下「手帳」という）は、更新の仕組みを取っておらず、平成 28 年１月１日のマイナン

バーの利用開始以前に手帳を取得した者の個人番号を取得できる機会が限られていることや、転居等の際に
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は手帳所持者が住所変更届等を行い、転居先の都道府県においてマイナンバーを把握する必要があるもの

の、必ずしも徹底されていないことを踏まえれば、手帳の再交付申請も含め、あらゆる機会を通じて個人番号を

記載するよう求めることは、手帳関連事務におけるマイナンバーの利用や他の行政機関に対する手帳の情報の

提供を行う上で有用であると考える。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

各証の再交付の申請については、情報連携が想定されないことを考慮していただき、記入の義務付けの廃止及

び記入欄の廃止を検討いただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【静岡県】 

障害保健福祉事務全体における個人番号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、住民の負担と地方

公共団体の事務負担の軽減が図られるよう、既に発行済みである受給者証等の再交付事務においては個人番

号を記載する義務付けを廃止するよう、引き続き要望する。 

【今治市】 

各種受給者証の再交付申請について、個人番号の記載がなくても、申請書に通常記載する氏名、生年月日、住

所等の情報により資格情報は特定できるものである。情報連携を行わないのに不用な個人番号を取得すること

は、個人情報漏洩のリスクを高めるだけであり、各自治体の事務負担軽減どころか増大しているものと考える。 

また、申請者に個人番号を記載してもらうのが本人を特定するためであるとするなら、情報連携整備のために申

請者から個人番号を取得することは、本来の目的ではないと思われ、この点からも市民の方への説明は困難で

ある。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 内閣府（番号制度担当室）において、

・ 税分野のマイナンバー利用ではワンスオンリー原則にのっとり、申告等の主たる手続と併せて提出され、又

は申告等の後に関連して提出されると考えられる一部の申請書・届出書についてはマイナンバーの記入を廃止

しているところ、社会保障分野のマイナンバー利用でもワンスオンリー原則に該当するものについては、マイナ

ンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 通知カードだけではなりすましを防止できず、再発行事務の本人確認手段として不十分であることから、運転

免許証等の本人確認書類も必要となるが、逆に運転免許証等の本人確認書類があれば、なりすましの防止が

可能であるため、マイナンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

○ 厚生労働省において、

・ マイナンバーによる情報連携は、有効期限のない証を除き、最初の発行事務手続のものを使用すれば必要

十分であり、再発行事務において再度マイナンバーの記入を求めることは不要とすべきではないか。

・ マイナンバーによる情報連携が行われない申請書類にマイナンバーを記入すると、地方公共団体に対し厳重

な保管が義務付けられるため、マイナンバーの記入は不要としていただきたい。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

各府省からの第２次回答 

○障害保健福祉事務については、関係府省と協議した結果、次のとおり検討している。
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・マイナンバーが税・社会保障共通の個人識別番号として導入されている趣旨からすれば、個人を識別・特定

（本人確認）するために、原則として、申請書にはマイナンバーが記載されるべきものである。

・一方、各証の再交付の手続については、給付や本人情報の変更ではないこと等を勘案すると、マイナンバー

の記載がない場合であっても、マイナンバーによる場合と同程度に、個人を識別・特定（本人確認）できる場合に

は、再交付の手続を受け付けることは可能であると考えられる。

・ただし、１次回答で述べたとおり、身体障害者手帳については更新の仕組みが無いという制度固有の事情か

ら、手帳の再交付申請も含め、あらゆる機会でマイナンバーの記載を求めることは有用であると考えられるた

め、引き続きマイナンバーの記載を求めることとしたい。

・身体障害者手帳を除く、自立支援医療受給者証など各証の再交付の申請については、マイナンバー制度と同

等の本人確認を法令上担保した上で、引き続きマイナンバーによる場合と同程度に個人を識別・特定し、マイナ

ンバーの記載の省略を可能とする方向で検討したい。

・検討結果に基づく具体的な措置のスケジュール等については、事務処理に支障が出ないよう、地方公共団体

における運用の実態等も踏まえつつ、実施してまいりたい。
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 316 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

介護保険被保険者証等の交付及び再交付申請における個人番号記入の見直し 

提案団体 

今治市 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

介護保険法施行規則に定める被保険者証・負担割合証等の交付・再交付など情報連携が想定されない申請・

届出において個人番号（マイナンバー）の記入を求める規定を見直すこと 

具体的な支障事例 

・介護保険法施行規則において、介護保険被保険者証、負担割合証、負担限度額認定証等の交付・再交付の

申請や、氏名・住所等被保険者情報の変更届出の際には住所・氏名・生年月日等に加え個人番号（マイナンバ

ー）を記入するよう定めているが、既に被保険者資格を有する者が対象であることから改めてマイナンバーを収

集する必要はなく、また情報連携等も想定されないため、必要性が説明できない。

・マイナンバーの記入にあたってはマイナンバーカード等による本人確認を行う必要があるが、介護保険関係の

手続きは当事者が要介護の高齢者であることから、マイナンバーの管理・記入が困難な人や本人確認書類を所

持しない人も多く、窓口での説明や手続きに時間を要している。また、申請する高齢者にも、マイナンバーがなけ

れば申請できないのではないかという不安を与えている。

・介護事業者が代理申請する場合においても、マイナンバーの管理や代理申請の条件が厳しく負担が大きいこ

とから、マイナンバー欄は空欄にする例が多く見られ、市が職権で補記する事務が生じている。

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

・手続きが従来どおりとなり、高齢者及び代理申請する介護事業者、および自治体窓口担当者の負担が軽減さ

れる。

根拠法令等 

介護保険法 

介護保険法施行規則 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、滝沢市、米沢市、浪江町、石岡市、ひたちなか市、習志野市、八王子市、大垣市、山県市、田原市、出

雲市、高松市、宇和島市、内子町、松浦市 

○介護保険法施行規則において、介護保険被保険者証、負担割合証、負担限度額認定証等の交付・再交付の

申請や、氏名・住所等被保険者情報の変更届出の際には住所・氏名・生年月日等に加え個人番号（マイナンバ
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ー）を記入するよう定めているが、既に被保険者資格を有する者が対象であることから改めてマイナンバーを収

集する必要はなく、業務を煩雑にするだけである。 

よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止し、業務の

簡素化していただきたい。 

○当市では、年間約 300 人から再交付申請があり、そのうち半数が介護保険事業所が代行手続きをするため、

個人番号の記載は困難であり職権での補記する必要がある。また、情報連携の必要もないため、市民へ個人

番号記載の必要性についての説明ができない。以上のことから、再発行申請にあたっての個人番号記載する義

務付けを廃止としてほしい。

○マイナンバー記入に要する市民の負担及び事務負担が大きい状況である一方、現状マイナンバーによる情

報連携の必要がないことから、制度改正の必要性を認めます。

○介護保険法施行規則において、介護保険被保険者証、負担割合証、負担限度額認定証等の交付・再交付の

申請や、氏名・住所等被保険者情報の変更届出の際には住所・氏名・生年月日等に加え個人番号（マイナンバ

ー）を記入するよう定めているが、既に被保険者資格を有する者が対象であることから改めてマイナンバーを収

集する必要はなく、また情報連携等も想定されないため、必要性が説明できない。

マイナンバーの記入にあたってはマイナンバーカード等による本人確認を行う必要があるが、介護保険関係の

手続きは当事者が要介護の高齢者であることから、マイナンバーの管理・記入が困難な人や本人確認書類を所

持しない人も多く、窓口での説明や手続きに時間を要している。 

 介護事業者が代理申請する場合においても、マイナンバーの管理や代理申請の条件が厳しく負担が大きいこ

とから、マイナンバー欄は空欄にする例が多く見られる。 

 よって、既に発行済みである保険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい

ただきたい。 

○対象が高齢者であることから，申請においてマイナンバー欄を空欄にする例が多く，市が職権で補記すること

が多い。

○介護保険被保険者証等の各証書の交付・再交付申請に際しては、個人番号が未記載となっていることが多

い。未記載分については職員が調査の上記載しているものの、情報連携においては当該事務処理の必要性は

ないものと捉えている。

○再交付事務において個人番号を使用した事務処理を行うことはないにもかかわらず，個人番号の記入を求め

る様式となっているため，記載があれば本人確認事務，記載がなければ職員が調べて記入する事務が発生す

るため，非効率な処理となっている。

○介護保険法施行規則に定める被保険者証・負担割合証等の交付・再交付など情報連携が想定されない申

請・届出において個人番号（マイナンバー）の記入を求める規定を見直すこと。

○事務処理上の支障がないため、申請書への補記もしていない。

○介護保険被保険者証等再交付申請書の個人番号記載欄は、ご本人でない方の申請も多く、未記入の場合が

多いため事務的負担が大きい。

 個人番号を利用して情報連携を行う必要がない業務なので、記入の義務付けの廃止及び記入欄の廃止をし

ていただきたい。 

○再交付事務だけで見ても年間１８０件程度のうち，マイナンバー記載の上での申請は１０件程度であり，当市

においても事務処理上の負担となっている。

各府省からの第１次回答 

【内閣府】 

 まず、厚生労働省において、提案の事務の処理におけるマイナンバー利用の必要性を確認・整理した上で、同

省と連携しつつ検討する。 

【厚生労働省】 

介護保険における被保険者証等の交付や再交付の事務については、被保険者の情報を、個人番号を利用して

検索・管理する目的により、申請書等に個人番号の記載を求めている。 

提案については、介護保険事務全体における個人番号を利用した事務処理に支障がない限りにおいて、住民

の負担と地方公共団体の事務負担の軽減が図られるよう、地方公共団体における運用の実態等も踏まえ、個

人番号の記載の義務づけの要否について、関係府省と連携しつつ検討してまいりたい。 

なお、個人番号の導入にあたり、申請者等が高齢であることにも鑑み、申請受付時等の対応について、申請者

が自身の個人番号がわからず申請書等への個人番号の記載が難しい場合等には、市町村の住民基本台帳又

は住民基本台帳ネットワーク等を用いて当該申請者の個人番号を検索し、職員が記載して差し支えないこと等

を示している。 
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各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

被保険者証等の交付や再交付の事務に必要な被保険者の情報は、既に市が保有している情報であり、改めて

個人番号を利用する必要がないものである。また、個人の特定についても、住所、氏名、生年月日から容易に

特定が可能である。申請者に高齢者が多く、個人番号の管理ができていないケースも多く見られるため、住所、

氏名、生年月日で個人が特定できる場合は、個人番号の記入を必須としない等の柔軟な対応をしていただきた

い。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 内閣府（番号制度担当室）において、

・ 税分野のマイナンバー利用ではワンスオンリー原則にのっとり、申告等の主たる手続と併せて提出され、又

は申告等の後に関連して提出されると考えられる一部の申請書・届出書についてはマイナンバーの記入を廃止

しているところ、社会保障分野のマイナンバー利用でもワンスオンリー原則に該当するものについては、マイナ

ンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 通知カードだけではなりすましを防止できず、再発行事務の本人確認手段として不十分であることから、運転

免許証等の本人確認書類も必要となるが、逆に運転免許証等の本人確認書類があれば、なりすましの防止が

可能であるため、マイナンバーの記入は不要とすべきではないか。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

○ 厚生労働省において、

・ マイナンバーによる情報連携は、有効期限のない証を除き、最初の発行事務手続のものを使用すれば必要

十分であり、再発行事務において再度マイナンバーの記入を求めることは不要とすべきではないか。

・ マイナンバーによる情報連携が行われない申請書類にマイナンバーを記入すると、地方公共団体に対し厳重

な保管が義務付けられるため、マイナンバーの記入は不要としていただきたい。

・ 全国健康保険協会の健康保険被保険者証の再交付申請では、被保険者証の記号番号を記入した場合にマ

イナンバーの記入を不要としているところ、国民健康保険証の再交付申請についてもこれと同様の対応とすべき

ではないか。

各府省からの第２次回答 

○介護保険制度については、関係府省と協議した結果、次のとおり検討している。

・マイナンバーが税・社会保障共通の個人識別番号として導入されている趣旨からすれば、個人を識別・特定

（本人確認）するために、原則として、申請書にはマイナンバーが記載されるべきものである。

・一方、各証の再交付の手続については、給付や本人情報の変更ではないこと等を勘案すると、マイナンバー

の記載がない場合であっても、マイナンバーによる場合と同程度に個人を識別・特定（本人確認）できる場合に

は、再交付の手続を受け付けることは可能であると考えられる。

・このため、各証の再交付の申請については、マイナンバー制度と同等の本人確認を法令上担保した上で、マイ

ナンバーと被保険者番号の選択記載（マイナンバー記載の義務づけ廃止）を可能とする方向で検討したい。

・検討結果に基づく具体的な措置のスケジュール等については、事務処理に支障が出ないよう、地方公共団体

における運用の実態等も踏まえつつ、実施してまいりたい。
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 14 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

提案事項（事項名） 

火葬場の経営主体について、墓地、埋葬等に関する法律（墓埋法）の通知の明確化もしくは見直し 

提案団体 

富山市 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

 火葬場の設置・運営について、現行の通知では火葬場の経営主体は地方公共団体や宗教法人、公益法人等

に限られるとし、民間事業者が経営主体となることを事実上制限している。 

一方近年は PFI 手法等により民間事業者が火葬場の経営に参加する事例が見られる。 

 この通知自体が古いものであり、かつ民間事業者の参入を閉ざしているような通知となっていることから、火葬

場の経営許可にかかる民間事業者の参入について、時勢に合わせた通知の明確化、もしくは見直しを求める。 

具体的な支障事例 

 火葬場は市民生活に不可欠な施設であり、墓埋法の通知の趣旨（永続性と非営利性の確保）等から自治体の

設置・運営がほとんどである。そして、その設置・運営には多大な経費が必要であることから、自治体の財政負

担が大きい。 

 近い将来高い確率で予想されている大規模地震が発生すると、多くの犠牲者が発生し、火葬場も被災すれば

稼働不能に陥ることになる。その時には広域的な火葬で対応することとなるが、受け入れる側にも限度があり、

上回る分については何らかの対応が必要になる。 

 その対応としては、能力に余裕を持たせて火葬場を整備することも考えられるが、国の支援（補助）制度もない

ことから自治体の思うところとはならず、更に、多様に運営することができる民間事業者に、火葬の協力を求め

るにも通知が支障となっている。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 民間事業者が多様に運営できる環境を提供することで、大規模地震等の災害時には柔軟な対応ができること

から、被災者へは迅速な支援を行うことができ、また、国・地方自治体にとっても効率的な行政を行うこととなる。 

 なお、民間事業者の多様な運営として、例えば火葬待ちの生じている都心部から遺体を搬送し地方で火葬す

る事業が成り立てば、都心部の火葬待ちの解決と地方での利益還元が期待できる。 

根拠法令等 

・墓地、埋葬等に関する法律

・墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可の取り扱いについて（昭和 43 年４月５日環衛第 8058 号）

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

三条市 
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○火葬場の設置・運営については、法の趣旨から自治体が行っている。特に施設の管理運営については、民間

に委託や指定管理者制度を導入しており多大な経費が必要となる。当市においても指定管理者制度を導入して

いるが、財政負担が大きいことから民間事業者の参入について、通知の見直し等を求める。

各府省からの第１次回答 

 墓地、埋葬等に関する法律においては、火葬は火葬場以外の場所で行ってはならないとされていること、日本

における火葬率は９９％であることなどを踏まえれば、我が国においては、火葬場は国民が一生のうちでほぼ必

ず利用する施設であり、また、国民の宗教的感情に密接に関連するものであることから、このような火葬場を経

営する事業は、高度の公益性を有しているといえる。 

 このため、誰もが火葬場を利用できるよう、その管理、運営が営利目的のためにゆがめられるなどして利用者

の保護の観点から支障が生じることがないようにするとともに、健全かつ安定的な運営を永続させる観点から、

火葬場の経営主体には非営利性、永続性が求められているところである。 

 仮に、これらの点について十分な考慮をせずに安易な経営許可がされれば、例えば、営利を追求するために

火葬の手数料が過大となったり、営業者が採算や収益の悪化などで火葬場の経営から安易に撤退したりするよ

うな状況が生じて、火葬場の利用が困難となる者が出てくるなど、国民の宗教的な感情の保護の点から看過し

得ない事態が生ずるおそれがあり、ひいては、国民の宗教的感情に適合した火葬等の実施という、墓地、埋葬

等に関する法律の目的が果たせなくなるおそれがある。 

 このようなことを踏まえ、火葬場の経営主体については、非営利性及び永続性の観点から、地方公共団体の

ほかは、公益法人や宗教法人に限るとされているところである。 

 今回の提案については、従来の経営主体だけではなく、民間事業者による経営を認めるよう求めるものである

ところ、民間事業者による経営については、上記の問題があることから、火葬場の経営主体として相当でないと

考える。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

○火葬場を経営する事業は高度の公益性を有していること、利用者の保護や健全かつ安定的な運営を永続さ

せる観点から経営主体には非営利性・永続性が求められていること、そのようなことから火葬場の経営主体を

地方自治体等に限るとする現行の通知の趣旨については本市も理解しているところである。

○一方で、民間事業者が経営主体である火葬場が運営されている地域もあり、貴省が危惧するような法の目的

が果たせない実態にあるとは必ずしもいえないと考えられる。

○また火葬場には高度の公益性を求めているにもかかわらず、建設や維持管理に財政支援措置がない中で地

方自治体は施設整備をしてきた。高齢化や人口減少が進行していく今後においては、公共だけで施設を運営し

ていくことよりは、民間事業者が参画しやすく自由な経営ができるような環境を整え、提供される火葬サービスの

充実を図ることの方が、利用者の利益の増進や施設整備等に係る国・地方全体の経費削減、公共マネジメント

の推進につながるものと考える。

○経営許可の主体は地方自治体であり、事業者が安易に撤退することのないような許可基準や参入・定着しや

すい措置の整備を図ること、多様化する火葬料金に対する利用者への補助制度の整備等を図ることで、規制緩

和により想定される課題には対処できるものと考える。

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

【民間事業者による火葬場の設置・運営】 

○ 宗教法人、公益法人等や市町村等の地方公共団体以外の民間事業者が、火葬場の経営主体となり得ると

の見解であると考えてよいか。

○ 地方公共団体が民間事業者に対して火葬場の設置・運営を許可する際の留意事項や裁量に係る通知等

を、地方公共団体に対し発出していただきたい。
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【広域化、官民連携等を推進するための協議会の、墓地、埋葬等に関する法律における法制化】 

○ 提案団体にヒアリング等を行い法定協議会設置のニーズを把握した上で、火葬場の管理・運営の広域化・

官民連携を推進するために法定協議会を設置するよう、墓地、埋葬等に関する法律を改正していただきたい。

各府省からの第２次回答 

火葬場の経営主体としては、国からの通知において、地方公共団体、宗教法人、公益法人等とすることを示して

いるが、火葬場の経営の許可に関する事務は、自治事務であり、実際に火葬場の経営の許可をするか否かの

裁量は、都道府県等にある。 

このため、国の通知はあくまで技術的助言であり、地域の実情に応じ、地域住民の理解を得た上で、民間事業

者による経営を認めることが適当と考えるのであれば、国としても、都道府県等のご判断を尊重すべきと考えて

おり、今後、その旨及び許可する際に留意すべき事項等について Q&A により明らかにすることとしたい。 

通番19
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 15 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

提案事項（事項名） 

火葬場の設置・運営の広域的な連携方策が検討されるよう、墓地、埋葬等に関する法律（墓埋法）に、都道府

県、市町村等による広域的な連携に向けた「協議の場」としての協議会制度の位置付け 

提案団体 

富山市 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

 総務省は、公営企業の経営健全性の維持と住民サービスの安定的な提供のため、下水道事業等の広域化を

推進している。 

 火葬場の設置・運営の広域化についても、下水道事業の広域化と同様、例えば都道府県を核として火葬場の

設置・運営の広域的な連携方策が検討されるよう、墓埋法に都道府県、市町村等による広域的な連携に向けた

「協議の場」としての協議会制度を位置付けることができるようにする。 

そこでは国、民間事業者等の協議会への参画を可能とする。 

国には火葬場の設置・運営の広域化の取組に係る技術的な助言その他支援を積極的に行うことを求める。 

具体的な支障事例 

 火葬場は市民生活に不可欠な施設であり、墓埋法の通知の趣旨（永続性と非営利性の確保）等から自治体の

設置・運営がほとんどである。そして、その設置・運営には多大な経費が必要であることから、自治体の財政負

担が大きい。 

 自治体は限られた財源で火葬場を整備・運営し、使用料も安価にせざるを得ず、おのずと維持管理や利用者

へのサービスは必要なものだけになる。 

 高齢化と人口減少から財政事情が悪化する自治体にとっては、火葬場を維持することすら負担となり、更新は

重い課題となる。このような課題の解決方法として、広域化を提案するもの。 

 なお、下水道事業では平成 27 年の下水道法改正で、広域的な連携に向けた「協議の場」としての協議会制度

を法に位置付け、協議会には国、下水道公社等が参画できる他、国も広域化の取組を積極的に支援している。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 国の財政的支援が無いなかで自治体が火葬場の整備・運営を行うよりも、PFI 制度等を活用して民間事業者

のノウハウを活かし、広域的に整備・運営を行えば、資源の集中投資と効率的な施設運営となる。利用者へは

サービスの向上、国・地方自治体には行政事務の効率化と費用対効果の向上となる。

根拠法令等 

・墓地、埋葬等に関する法律

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

徳島県、大村市 
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○広域化への協議の場として協議会制度を位置づけること、国の技術的、財政的な支援を積極的に行うことは

必要と考える。 

○協議会の設置により、広域的な連携議論が進むことになり、行政運営の合理化が期待できる。 

 なお、各自治体の施設の更新時期が異なるため、国の強い指導がなければ進まないと思われる。 

○火葬場の運営基盤強化の方策としては、まずは広域化（１５の要望）や PFI、建設・維持等に対する補助金制

度等を国に求めるなどを検討すべきと考えており、各市町村の求めに応じて、広域化に向けた協議会等の検討

の場を設けることは賛同できる。 

 

各府省からの第１次回答 

 都道府県、市町村等による広域的な連携に向けた「協議の場」としての協議会を設けることは、墓地、埋葬等

に関する法律においては何ら制限されておらず、各地方自治体の判断により協議会を設けることは現在でも可

能である。 

 なお、火葬場の設置・運営の広域化については、既に広域化に取り組んでいる都道府県、市町村等の例を参

照することで、推進していただけると考えている。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

○現行法においては、広域的な連携に向けた協議会を設けることに制限がないというよりは、そもそも広域化は

想定されていないととらえるほうがより実態に近いと考えられる。 

○今後の火葬場の抱える課題に対応する方法のひとつとして広域化の推進が挙げられ、それを法に明確に盛

り込むことによって、広域化を促す実効性が担保されることになる。 

○もちろん既に広域化に取り組んでいる他自治体の例を参照することでも広域化は推進されるものであるが、

法改正により広域化をすすめる上での選択肢が増えることにつながるものと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

協議会制度を法律上位置付けるに当たっては、地方分権推進計画を踏まえて、国が法令により個別の行政分

野毎に協議会等の設置を義務付けることは、地方公共団体における総合的な政策決定を損なうおそれがあるこ

とから、義務付けとならないよう、その方法について十分検討すべきである。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

【民間事業者による火葬場の設置・運営】 

○ 宗教法人、公益法人等や市町村等の地方公共団体以外の民間事業者が、火葬場の経営主体となり得ると

の見解であると考えてよいか。 

○ 地方公共団体が民間事業者に対して火葬場の設置・運営を許可する際の留意事項や裁量に係る通知等

を、地方公共団体に対し発出していただきたい。 

【広域化、官民連携等を推進するための協議会の、墓地、埋葬等に関する法律における法制化】 

○ 提案団体にヒアリング等を行い法定協議会設置のニーズを把握した上で、火葬場の管理・運営の広域化・

官民連携を推進するために法定協議会を設置するよう、墓地、埋葬等に関する法律を改正していただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

提案団体の御指摘のとおり、墓地、埋葬等に関する法律においては火葬場の広域化は想定されていないが、各

地方自治体の判断により広域化を推進するために協議会を設けるに当たって墓地、埋葬等に関する法律上特

に支障となる規定はなく、現行制度で対応が可能であると認識している。 

また、同法に法定協議会に関する規定を設けることについては、提案団体にヒアリングした結果、当該規定がな
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いことによる具体的な支障が想定されないことなどから、現時点ではその必要性に乏しいと考えている。 
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 78 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 消防・防災・安全 

提案事項（事項名） 

消防団員等の消防車両運転に係る特例制度の創設 

提案団体 

鳴沢村、市川三郷町、早川町、身延町、南部町、富士川町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、富士

河口湖町、小菅村、丹波山村 

制度の所管･関係府省 

警察庁、総務省、防衛省 

求める措置の具体的内容 

 消防学校での消防車両の運転に関する教習の受講制度や自衛隊が実施する自動車の運転に関する教習を

消防団員等が受講可能とするような制度等の創設 

具体的な支障事例 

 平成 29年３月 12日に改正道路交通法が施行され、改正後の普通免許で運転できる自動車の車両総重量は

3.5 トン未満となっている。 

 地域に住む若い人材や地元に戻ってくる若い人材が消防団員等として消防団に加入しても、改正後の普通免

許の所持者については、車両総重量 3.5 トン以上の消防車両を運転することができず、消防団員等の消防活動

や災害時の初期活動において支障を来すことになる。 

 そこで、消防団員等が実施する活動の特殊性及び地域防災の担い手としての重要性を考慮し、新制度普通免

許を取得する消防団員等が、消防団所有のポンプ車の運転に必要な免許を取得しやすくなるような特例制度の

創設が求められる。 

【求める措置】 

（１）各都道府県において設置する消防学校又は消防学校が委託する自動車教習所において、一定の適正が

認められる消防団員等が消防車両の運転に係る技能教習を受講することを可能とすること。

（２）教育訓練の実施に関する地方公共団体の委託に基づき、自衛隊の任務遂行に支障が生じない限りにおい

て、自衛隊が実施する自動車の運転に関する技能教習を、一定の適正が認められる消防団員等も受講可能と

すること。

（１）、（２）の技能教習を受けた消防団員等が、消防車両の運転に必要な運転免許受験資格を得られるように

することで、消防団員等の確保に資すると考えられる。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 実際の道路交通環境下における安全性を毀損することなく、消防団所有自動車を運転できる消防団員の確保

が可能となることから、消防活動や災害時の初期活動の体制が強化される。 

 また、地域活動の担い手である消防団員や地域住民がその地域を訪れる自衛隊とつながりを持つ機会が生じ

ることとなり、その際の人的つながりが将来の災害時の自衛隊と地域住民や消防団員の連携強化にもつながる

ことになる。 

根拠法令等 

道路交通法 

通番35

21



道路交通法施行令 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

消防学校の教育訓練の基準 

自衛隊法第 100条の２ 

自衛隊法施行令第 126条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

南陽市、ひたちなか市、清瀬市、石川県、南アルプス市、多治見市、山県市、田原市、千早赤阪村、宇和島市 

 

○平成 29年３月 12日に改正道路交通法が施行され、改正後の普通免許で運転できる自動車の車両総重量

は 3.5 トン未満となっている。 

 地域に住む若い人材や地元に戻ってくる若い人材が消防団員等として消防団に加入しても、改正後の普通免

許の所持者については、車両総重量 3.5 トン以上の消防車両を運転することができず、消防団員等の消防活動

や災害時の初期活動において支障をきたす状態である。 

○当市は、消防団員 2,084 名を有し、毎年 80人程度の新入団員を迎えていて、今後、車両総重量 3.5 トン以上

の消防車両を運転できない団員が増加し、消防活動等に支障きたし、地域の安全安心を揺るがすことにもなり

かねないため、対象の消防団員が、車両総重量 3.5 トン以上の消防車両を運転できるようになるような特例の

制定に賛同するものです。 

○当市消防団においても、3.5 トン以上の消防車両を38台所有しており、平成 29年 3月 12日の道路交通法

の改正による普通運転免許証で運転できる自動車の総重が 3.5 トン未満となったことで、消防団からも今後の

消防ポンプ車の運転について心配の声があげられています。 

 現在、当市でも今年度消防団に入団した団員１名が平成 29年 3月 12日以降に普通運転免許証を取得して

おり、今後、同様の団員が増加していくことで消防団活動に支障が起こることが予想されます。 

 こうした状況を踏まえると、消防団所有の消防ポンプ車の運転に必要な免許を、取得しやすくなるような特例制

度の創設を希望します。 

○本市においては、4月 1日現在、改正後の普通免許を所持する消防団員が 3名在籍しており、今後は更に

増加していくと思われる。また、保有している消防ポンプ自動車は 29台すべて 3.5 トン以上の仕様となってい

る。 

 以上のことから、提案されている「消防学校での消防車両の運転に関する教習の受講制度や自衛隊が実施す

る自動車の運転に関する教習を消防団員等が受講可能とするような制度等の創設」は非常に有効な手段であ

ると思われる。 

 

各府省からの第１次回答 

【警察庁】 

 提案団体の提案趣旨の理解に当たって、本年６月 29日開催の「地方分権改革有識者会議」の資料６も参照し

て、以下のとおり回答する。 

【(1)について】 

  公安委員会から指定を受けた自動車教習所（以下「指定自動車教習所」という。）で技能教習を受講した者のう

ち一定の要件を満たす者（道路交通法第 97条の２第１項第２号の規定の適用を受ける者）は、運転免許試験

のうち技能試験が免除されることとなるところ、職員や設備等に関して一定の要件を満たす自動車教習所は、当

該指定を受けることができるとされている。したがって、消防学校や同学校の委託を受けた自動車教習所（以下

「消防学校等」という。）が、当該一定の要件を満たす自動車教習所であるとして公安委員会から指定を受けた

場合には、当該消防学校等で一定の教習を受け、かつ道路交通法第 97条の２第１項第２号の適用を受ける者

について、技能試験を免除することができる。 

  以上のことから、御提案の内容に、消防学校等における準中型自動車免許に係る教習を終えた者のうち一定

の要件を満たす者（道路交通法第 97条の２第１項第２号の規定の適用を受ける者）について、指定自動車教習

所を卒業した者と同様に、当該免許に係る技能試験を免除されたいというものが含まれているのであれば、これ

については、消防学校等が一定の要件を満たす自動車教習所であるとして公安委員会から指定を受けることに

より、現行の道路交通法令で対応可能である。 

  また、御提案の内容には、緊急自動車の運転資格の審査（以下「審査」という。）に合格した者について、当該

緊急自動車の運転に必要な運転免許に係る技能試験を免除されたいというものが含まれているものと承知して

いるところ、技能試験は、取得しようとしている運転免許に係る自動車等を安全に運転することができる基本的
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な運転技能を有しているか否かを確認するものである一方、審査は、公益性の高い緊急用務のために道路を迅

速に通行するために必要な高度の運転技能を有しているか否かを確認するものであり、道路交通法上、審査を

受ける者は、当該審査により運転資格を得ようとする緊急自動車の運転に必要な運転免許を有していることが

前提となっている。 

  したがって、技能試験と審査は全く異なるものであり、後者に合格した者について前者を免除することは不適

当である。 

【(2)について】 

 御提案の内容を実現するためには、消防団員等が自衛隊が実施する自動車の運転に関する教習を受講する

ことができることが必要であるところ、まずは防衛省において判断されるべきであることから、当庁から回答は差

し控えたい。 

【総務省】 

【(1)について】 

  御要望の趣旨が、消防学校等で教習を受講することをもって、必要な運転免許に係る技能試験を免除してほ

しいというものであれば、警察庁が所管する道路交通法上の制度に関するものであることから、当庁から回答は

差し控えたい。 

 なお、消防組織法第 51条では、「都道府県は・・・消防学校を設置しなければならない。」と規定されており、同

条第４項の規定において「消防学校の教育訓練については、消防庁が定める基準を確保するように努めなけれ

ばならない。」とされている。この消防庁が定める「消防学校の教育訓練の基準」第 11条においては、「消防団

員に対する特別教育の到達目標並びに教科目及び時間数は、目的に応じて適宜編成するものとする。」とされ

ており、各消防学校において、地域の実情に応じて必要な教育訓練のカリキュラムを実施しているものと考えて

いる。 

 また、「平成 30年１月 25日付け消防地第 20号消防庁次長通知」において、「消防団員の準中型免許取得に

係る公費負担制度の創設」と、「地域の実情に応じて、消防自動車の更新機会等に合わせて、新制度下の普通

免許で運転可能な消防自動車の活用」について要請しているところ。 

 さらに、平成 29年度３月 12日以降に普通免許を取得した団員が準中型免許を取得する経費に対して、地方

公共団体が助成を行った場合の当該助成額の一定割合について、平成 30年度から特別交付税措置を講じる

こととしている。 

【(2)について】 

  御指摘の自衛隊が実施する自動車の運転に関する技能教習を、一定の適正が認められる消防団員等も受講

可能とすることについては、まずは、防衛省において判断されるべきであることから、当庁から回答は差し控えた

い。 

【防衛省】 

防衛省・自衛隊における教育訓練の受託については、自衛隊法第 100条の２において、「政令で定める技術者

の教育訓練を実施することの受託を受けた場合において他に教育訓練の施設がないと認めるときは、自衛隊の

任務遂行に支障を生じない限度において、当該委託を受け、及びこれを実施することができる」と定められてお

り、自衛隊法施行令第 126条の２において、受託をうけることができる具体的な技術者については、「航空機の

操縦及び整備」「落下傘の試験降下」「潜水艦の試験航走」「救急」「砲の操作」に従事する者と規定されている。 

今回のご提案については、消防団員に対する自動車運転について防衛省・自衛隊に対して教育の受託を求め

るものであるが、これは、上記に述べたような技術者の教育訓練に該当せず、また、ご提案の教育を実施する

民間の自動車教習場が多数あることは広く認識されていることから、「他に教育訓練の施設がないと認めると

き」にも該当せず、現行の法令に照らせば、防衛省・自衛隊としてお受けすることはできないことについて御理解

を賜りたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

○多くの地域の消防団では、団員の高齢化や定数の確保が課題となっている。今後、普通免許を取得していて

も、準中型の車両規格以上の消防車両を運転することができない消防団員が増加し、緊急時の初期活動に支

障を来すことが想定されるほか、免許取得が負担になることを理由として、団への加入が進まず、団員の定数確

保がより困難になることが考えられる。 

○第 1次回答において、現行制度での対応の可否について各省庁から回答をいただいたが、運転免許取得費

用に対する公費助成制度や普通免許で運転可能な消防車両の導入以外に、新たな免許制度による消防団活

動の支障に対応するためには、どのような施策を実施できるのか、ということを、省庁の枠を超えて検討してい

ただき、周知願いたい。 

○消防団活動の支障となっている（また将来的になるであろうことが容易に想定できる）ということを改めて認識

いただき、できる限り少ない時間で準中型以上の消防車両の運転が可能となるような制度スキームを創設する
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ことは、消防団員の免許取得の負担軽減につながり、消防車両を運転できる団員の確保に資することを踏ま

え、消防団活動として、消防学校又は消防学校が委託する自動車教習所において、団員が運転免許取得のた

めの技能教習を受けられることを明らかにしていただきたい。 

○また、大規模な災害が多発している近年の災害事情を踏まえ、自衛隊と地域の消防の連携強化を図る観点

から、自衛隊の自動車訓練所への消防団員の受入れについて、再検討いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 
全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、十分な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意見を十分に尊重されたい。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 総務省において、 

 準中型の車両規格を超える消防車両を運転することができる消防団員の確保を国として支援するために、運

転免許制度の改善等を他省庁と調整すべきではないか。さらに、準中型免許取得費用の特別交付税での助成

や普通免許で運転可能な消防車両開発のほかに、現場の支障を解決するための施策を検討すべきではない

か。 

○ 警察庁において、 

 消防車両を運転できる消防団員を確保するため、消防団員が準中型免許を取得しやすくなるように、運転免

許制度の見直しについて検討していただきたい。 

 また、自衛隊自動車訓練所での技能教習が受け入れ可能な場合、当該訓練所において技能教習を修了した

消防団員の中型免許の免許取得を可能とすべきではないか。 

○ 防衛省において、 

 年齢や運転経験年数に関係なく中型車両以上の運転免許を取得できる施設は自衛隊の自動車訓練所しかな

く、そのような場合自衛隊法第 100条の２第１項の「他に教育訓練の施設がないと認めるとき」に該当するものと

解釈し、自衛隊自動車訓練所で消防団員の教育訓練を受け入れるべきではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【警察庁、総務省】 

総務省消防庁及び内閣府地方分権改革推進室が連名で、全市町村に対して実施している消防団員の準中型

免許の取得に係る支障事例の調査の結果等も踏まえ、関係省庁において、消防団員による準中型免許の取得

をより円滑にするための取組を検討する。 

【防衛省】 

 「提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点」の記載に「年齢や運転経験年数に関係なく中型車両以上

の運転免許を取得できる施設は自衛隊の自動車訓練所しかなく」とあるが、御指摘のようなことはない。 

 その上で、防衛省・自衛隊における教育訓練の受託については、自衛隊法第１００条の２において、「政令で定

める技術者の教育訓練を実施することの受託を受けた場合において他に教育訓練の施設がないと認めるとき

は、自衛隊の任務遂行に支障を生じない限度において、当該委託を受け、及びこれを実施することができる」と

定められており、自衛隊法施行令第１２６条の２において、受託をうけることができる具体的な技術者について

は、「航空機の操縦及び整備」「落下傘の試験降下」「潜水艦の試験航走」「救急」「砲の操作」に従事する者と規

定されている。 

 要望されている消防団員に対する自衛隊の自動車教習所での教育訓練の受託については、まず、自衛隊法

施行令第１２６条の２が定める技術者の範囲に含まれていない。また、自動車運転技術の習得は、一般に民間

の自動車教習所において行われるものであり、自動車教習所が全国に多数存在することを考えれば、「他に教

育訓練の施設がないと認めるとき」との要件を満たすとは言えないことから、現行の法令に照らせば、防衛省・

自衛隊としてお受けすることはできないことについて御理解を賜りたい。 

 なお、各自衛隊においても、施設等の制約から、受講可能人数が限られているため、一部の隊員は駐屯地、

基地等での受講がかなわず、民間の自動車教習所を利用しているような状況である。 
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 170 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

介護老人保健施設と看護小規模多機能型事業所について、定期借地権を利用した未利用国有地の減額貸付

対象化 

提案団体 

兵庫県、京都府、京都市、大阪府、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

制度の所管･関係府省 

財務省、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

社会福祉法第 2 条に規定する事業外の施設（介護老人保健施設と看護小規模多機能型事業所）を、定期借地

権を利用した未利用国有地の減額貸付の対象とすること。 

具体的な支障事例 

【現状】 

平成 27 年に取りまとめられた「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」を受けて、都市部の

未利用国有地で定期借地権を利用して介護施設等を整備する場合に、貸付料が 50％減額（10 年間）されること

となった。 

減額貸付の対象施設は、定期借地権設定のための一時金の支援事業（「医療介護提供体制改革推進交付金、

地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金の運営について」（平成 26 年 9 月

12 日付厚生労働省医政発 0912 第 5 号・老発 0912 第 1 号・保発 0912 第 2 号）別紙「地域医療介護総合確保

基金管理運営要領」別記 1-2 の 2-（3）に規定する事業をいう。）の対象となる施設のうち、社会福祉法第 2 条に

規定する事業に係る施設（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、小規模多機能型居宅介

護事業所、認知症グループホーム）である。介護老人保健施設と看護小規模多機能型事業所は、対象施設と同

様に介護保険事業に資する施設であるにもかかわらず、社会福祉法第 2 条に規定する事業に係る施設ではな

いため対象外となっており、定期借地権設定のための一時金の支援事業との均衡がとれていない。 

【支障事例】 

介護施設等の整備について、市町の公募が不調に終わる場合、特に都市部では土地の確保が困難であること

が大きな要因となっている。 

平成 28 年に県内市町で、看護小規模多機能型居宅事業所の整備計画があったものの、土地が確保できず断

念した事例がある。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」として、「介護離職ゼロ」に直結する緊急対策を実施

することとなっている。対象施設に、介護老人保健施設と看護小規模多機能型事業所を加えることで、都市部等

における施設整備の促進が期待でき、緊急対策の目的とされている高齢者の利用ニーズに対応した介護サー

ビス基盤の確保に資する。 

根拠法令等 

・国有財産特別措置法第３条
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・社会福祉法第２条 

・平成 27 年 12 月 21 日付 財理第 4997 号「介護施設整備に係る国有地の有効活用について」通達 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

米沢市、練馬区、川崎市、田原市 

 

○平成 28 年度に当団体内未利用国有地の活用について検討した際、看護小規模多機能型居宅介護が支援

事業の対象外であった事が理由で、活用を断念した。 

看護小規模多機能型居宅介護は、当団体の第 7 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画においても整備

を進める方針であり、国有地の活用も含め検討していくことから、貸付料減額の仕組みは必要であると思料す

る。 

 

各府省からの第１次回答 

財政法第９条は、「国の財産は、法律に基づく場合を除くほか、適正な対価なくしてこれを貸し付けてはならな

い」としており、国有地の減額貸付は、原則である財政法第９条における「法律に基づく場合」として例外的に認

められているものであり、その適用は限定的に解すべきと考えております。 

例外規定として、国有財産特別措置法（以下「特措法」という。）第３条において、減額貸付のできる事例は限定

列挙されております。 

介護保険法施行規則に基づき、訪問看護及び小規模多機能型居宅介護のサービスを組み合わせて提供する

看護小規模多機能型居宅介護を行う事業所については、ご指摘のとおり、特措法第３条第１項１号ロ「社会福祉

法第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設」には該当しないため、減額貸付の適用をすることは困難

です。 

また、「介護老人保健施設」につきましても、特措法同条に規定する「社会福祉法第２条に規定する社会福祉事

業の用に供する施設」には該当しないため、減額貸付の適用をすることは困難です。 

なお、「生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設を利用させる事

業の用に供する施設」であれば、減額貸付の対象となります。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

看護小規模多機能型居宅介護は、訪問看護と小規模多機能型居宅介護を一体的に組み合わせることによって

医療ニーズの高い利用者の在宅介護・療養生活を包括的に支えるサービスである。後期高齢者の増加に伴

い、看護と介護のニーズを併せ持つ重度の要介護者に対応するために有効なサービスと考えている。 

しかし、現行制度は、看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模多機能型居宅介護のみが社会福祉事業に該

当することを理由として、小規模多機能型居宅介護に訪問看護を組み合わせた途端に減額貸付の対象外とす

るもので、要介護者に看護と介護を連携させたサービスの提供を目指す方向に相反する。 

低所得者が第二種社会福祉事業（無料低額介護老人保健施設利用事業）を実施する介護老人保健施設を利

用する場合、利用者負担減免分が施設側負担となる。一方で、低所得者が第二種社会福祉事業を実施しない

介護老人保健施設を利用する場合であっても、介護保険制度（補足給付）及び生活保護制度（介護扶助）により

介護老人保健施設を利用する場合は、利用者には負担軽減（生活保護受給者は実質負担なし（多床室の場

合））、施設側には負担軽減相当額の給付がなされることにより、利用可能である。この点からも、第二種社会福

祉事業の実施の有無により取扱いを異にするのは不合理である。 

国を挙げて「一億総活躍社会の実現」「介護離職ゼロ」を目指す中、在宅介護・療養生活を支える施設・事業所

の整備は急務であり、上記２施設についても依然としてニーズは高いことから、財政法第９条及び国有財産特措

法第３条に基づく減額貸付の対象とするように、関係法令を改正いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【練馬区】 

看護小規模多機能型居宅介護は、訪問看護と支援事業に掲げられている小規模多機能型居宅介護を組み合

わせたサービスであり、提供されるサービスは共通のものが多く、利用者層もほぼ同じである。 

平成 30 年 8 月 3 日開催の関係府省ヒアリングによると、減額に係る国の解釈は、減額対象である福祉制度の

事業に、対象外である医療制度の事業が付加された場合、全体としては減額対象外になるということを論拠とし

ていたが、対象事業が包含される事業が、他事業が付加されていることのみをもって対象外になるという結論
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は、「介護離職ゼロ」の実現に向け介護施設整備を促進するという、減額貸付制度の趣旨にも反するものと思料

する。 

看護小規模多機能型居宅介護は、国が積極的に整備を進める方針を示し、各区市町村がこれに呼応して整備

に取り組んでいるにも関わらず、当該法解釈のみをもって減額の対象外とすることに合理性を見いだせない。 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

〇 現行制度は、看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模多機能型居宅介護に係るもののみが社会福祉

事業に該当することを理由として、小規模多機能型居宅介護に訪問看護を組み合わせた途端に減額貸付の対

象外とするもので、要介護者に看護と介護を連携させたサービス提供を目指す方向に相反する仕組みとなって

いるのではないか。 

○ 看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模多機能型居宅介護に係る部分に相当する面積を減額貸付け

の対象とすることが可能と解されるのであれば、対象とする要件を含め、通知で明確にすべきではないか。 

○ 平成 27 年 12 月 21 日付け財理第 4997 号「介護保険整備に係る国有地の有効活用について」の通達にお

いて、「生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設」の範囲につい

て、通達上より明確にする必要があるのではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

財政法第９条第１項は、国の財産は法律に基づく場合を除くほか、適正な対価なくしてこれを貸し付けてはなら

ないと規定しており、この場合の適正な対価とは、時価を意味するものと解されています。したがって、時価を徴

しない減額貸付は、法律に根拠がある場合に限り認められているところです。この例外規定として、国有財産特

別措置法（以下「特措法」という。）第３条において、減額貸付のできる事例は限定列挙されております。 

介護保険法施行規則に基づき、訪問看護及び小規模多機能型居宅介護のサービスを組み合わせて提供する

看護小規模多機能型居宅介護を行う事業所については、これまで、特措法第３条第１項一号ロ「社会福祉法第

２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設（以下「社会福祉事業施設」という。）」には該当しないため、減

額貸付の適用をすることは困難と整理してまいりました。 

これは、小規模多機能型居宅介護事業は、社会福祉事業施設に該当し、減額貸付の対象となる一方で、訪問

看護は該当せず、また看護小規模多機能型居宅介護は複合型サービスであるため、施設全体について明確に

減額貸付部分と時価貸付部分を線引きすることが困難であったとの理由からです。 

今回のご提案を受け、看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模多機能型居宅介護に係るものについて、社

会福祉事業施設に該当するものとして減額の対象となりうるか改めて検討してまいります。 

また、介護老人保健施設につきましては、社会福祉法第２条第３項第 10 号に規定する「生計困難者に対して、

無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設を利用させる事業」に該当する場合、減額貸

付の対象となります。当該事業については、事業対象者が取扱入所者数の 10％以上であること、通所介護又

は通所リハビリテーション事業を実施すること、家族相談室等を設け相談員を設置すること等の厚生労働省が

示している全ての基準を満たすことが要件とされています。 

なお、当該基準については、社援発第 1277 号老発第 275 号平成 13 年 7 月 23 日厚生労働省社会・援護局

長、老健局長通知で周知しているところですが、今回のご提案を受け、地方公共団体等に対する周知方法につ

いて改めて検討してまいります。 
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